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4.既設治山ダムの安定度について 

 今回災害の豪雨における既設治山ダムの安定度を評価する事を目的として、二次元氾濫シ

ミュレーションによる安定度検討を行った。 

4.1 二次元氾濫シミュレーションによる安定度の検討 

(1)高松山ケ－２ 

①施設位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②S40 国 谷止工 

 当該谷止工においては、満砂状態であることから袖部の衝撃力のみ検討を行うこととする。 

ア）検討モデル 

 検討モデルとしては、現地計測により把握した堤体形状を用い、袖部に土石流流体力・衝

撃力が作用した場合について検討を行う。 

 

図 4.1.2 検討モデル 

 

S40 谷止工の検討ブロック位置を以下に示す。 
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図 4.1.3 検討ブロック位置（現地計測及び台帳より再現） 

 

H11 県 

高松山ｹ-2 

H11 県 

S40 国

土石流流体力 

礫の衝撃力

検討ブロック 

堤
体

 
袖

 

袖部部材へ衝撃力、流体力が作

用した場合の安定性検討 

検討ブロック 

図 4.1.1 高松山ケ-2 位置図 

H11 県（未満砂高 2m） 

S40 国（満砂） 
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イ）検討条件 

 部材の安定検討条件としては、破壊の有無を検証することから以下の通りとする。 

表 4.1.1 安定条件 

検討項目 条件 

転倒 
合力作用位置 0＜ 合力作用距離 d ＜ 底面幅 B 

引張応力度 作用引張応力度 ＜ 極限引張応力度（675kN/㎡） 

滑動 Fs＞1.00 

 

また、安定計算に用いた土石流諸元は以下の通りである。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.4 氾濫シミュレーション結果 

 

 

 

 

 

ウ）検討結果 

 袖部に土石流が作用する場合の部材の安定検討結果は以下の通りである。 

表 4.1.3 安定計算結果 

検討項目 条件 判定 

転倒 
合力作用位置 0 ＞ d=-5.19m ＜ B＝1.5m 

○ 
引張応力度 作用＝471.13kN/㎡ ＜ 極限＝675kN/㎡ 

滑動 Fs＝10.78 ＞1.00 ◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5 底面作用応力モデル（断面図） 

 

 以上の安定計算結果より、谷止工袖部においては、引張力は生じるもののコンクリートの

極限引張応力度を下回っており、袖部は破壊に至らなかったと考えられる。 

 

 

 

 

 

51
3.

36
kN

/㎡
 

流体力＝ 
184.21kN/m 

水深=0.823m 
P=2908.2kN 

0.54m 表 4.1.2 土石流諸元 

項目 諸元値 
土石流水深 0.823m 
土石流流速 12.291m/s 
土石流濃度 0.2 

土石流単位体積重量 15.89kN/m3 
土石流流体力 184.21kN/m 
礫の衝撃力 2908.2kN 

治山ダム位置

47
1.

13
kN

/㎡
 

◎：問題無し 

○：引張は生じるが許容値内 
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②H11 県 谷止工 

ア）安定性の検討 

 最下流の既設谷止工は、現在堆積土砂の除去が行われており、土石流発生時には流体力が

堤体に直接作用することから、堤体の安定性確認を行う。 

 

写真 4.1.1 既設谷止工背面状況（未満砂高 2m） 

 安定計算を行う計算モデル、土石流諸元は以下のとおりである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.6 安定解析モデル図 

 

 安定計算結果を以下に示す。なお、土石流発生前より堆砂が形成されていることから、土

圧のみ考慮し安定計算を行うものとした。 

表 4.1.5 安定計算結果（土圧考慮） 

検討項目 安定計算結果 判定 

転倒 
0＜d＜B 

0＜0.813m＜3.60m 
◎ 

堤体の破壊 
発生引張応力度＝68.55kN/㎡ 

＜ 極限引張応力度＝675kN/㎡ 
○ 

滑動 Fs＝1.56＞1.00 ◎ 

地盤支持 Pmax＝281.11kN/㎡＜300kN/㎡ ◎ 

d：つま先から合力作用位置までの距離   B：堤体幅  

Fs：滑動安全率 Pmax：堤底発生応力（最大） 

 

以上の安定計算結果より、安定条件を満足する結果となった。ただし、堤体の破壊に対す

る検討項目において、許容応力度以下であるが、堤体に引張応力が生じる事が確認された。 

 

 

イ）袖部の衝撃力に対する安定検討 

想定される土石流流体力、衝撃力に対し、袖部の検討を行う。検討位置は以下のとおり。 
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図 4.1.7 袖部検討ブロック位置 

袖部部材の安定検討結果は以下の通りである。 

表 4.1.7 袖部安定計算結果 

検討項目 条件 判定 

転倒 
合力作用位置 0.5m ＜ X=4.24m ＞ 1.0m 

○ 
引張応力度 作用＝267.32kN/㎡ ＜ 極限＝675kN/㎡ 

滑動 Fs＝15.06 ＞ 4.00 ◎ 

 

 

 

流体力 

表 4.1.4 土石流諸元 

項目 諸元値 
土石流水深 0.754m 
土石流流速 6.753m/s 
土石流濃度 0.2 

土石流単位体積重量 14.52kN/m3 
土石流流体力 45.81kN/m 

表 4.1.6 土石流諸元 

項目 諸元値 
土石流水深 0.754m 
土石流流速 6.753m/s 
土石流濃度 0.2 

土石流単位体積重量 14.52kN/m3 
土石流流体力 45.81kN/m 
礫の衝撃力 3116.98kN 

検討ブロック 

流体力=45.81kN/m
水深=0.75m 

◎：問題無し 

○：引張は生じるが許容値内 

以上の計算結果より、合力の作用位置については転倒条件を満たさないものの、発生引

張応力度は許容応力度以下であることが確認された。 

◎：問題無し 

○：引張は生じるが許容値内 
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③美濃越 

ア）施設位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.8 美濃越位置図 

②検討モデル 

検討モデルとしては、現地測量により把握した堤体形状を用い、袖部に土石流流体力・衝

撃力が作用した場合について検討を行う。以下に検討ブロック位置図を示す。検討ブロック

は、クラックが集中する右岸側について検討を行うこととする。 
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図 4.1.9 検討ブロック位置図 

また、検討に用いる土石流諸元は以下の通りである。 

                   表 8.2.8 土石流諸元 

項目 諸元値 
土石流水深 2.33m 
土石流流速 9.79m/s 
土石流濃度 0.3 

土石流単位体積重量 15.89kN/m3 
土石流流体力 362.09kN/m 
礫の衝撃力 6112.68kN 

 
 

図 4.1.8 氾濫シミュレーション結果 

 

③検討結果 

袖部に土石流が作用する場合の部材の安定検討結果は以下の通りである。 

表 4.2.9 安定計算結果 

検討項目 条件 判定 

転倒 
合力作用位置 0 ＞ d=-13.47m ＜ B＝1.785m 

× 
引張応力度 作用＝2061.03kN/㎡ ＞ 極限＝675kN/㎡ 

滑動 Fs＝6.74 ＞1.00 ◎ 

以上の計算結果より、袖部に生じる引張応力度はコンクリートの極限引張応力度を上回って

いることから、袖部が流出に至ったものと考えられる。 

S47 県 

治山ダム位置

検討ブロック 

鉛直目地
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4.2 合理式による安定度の検討 

(1)既設治山ダムの安定度検討 

①安定性の検討 

 

地区 東山 登龍 寺側

縦断
モデル

写真

H26 上流堆砂(2014/10/16 撮影)H26 上流堆砂(2014/10/20 撮影) H26 上流堆砂(2014/10/16 撮影) H21 上流堆砂(未満砂 2.5m) H21 上流堆砂(未満砂 2.0m) H21 上流堆砂(未満砂 2.2m) 

寺側 H8既設治山ダム 

東山、登龍、寺側地区の３地区における既設治山ダムについて、今回災害時の降雨強度における安定度を検討した。これら３地区については二次元氾濫シミュレーションを行っていな

いため、合理式による流量計算に基づき土石流流体力・衝撃力を算定した。表 4.2.1 に検討地区の縦断モデル、表 4.2.2 に検討モデル及び安定計算結果一覧を示す。 

表 4.2.1 検討地区の縦断モデル 
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地区
年度

検討
モデル

最大洪水流量(m3/s)
土石流水深(m)
土石流流速(m/s)
土石流濃度
土石流単位体積重量
(kN/m3)
土石流流体力
(kN/m)

検討項目 安定計算結果 判定 安定計算結果 判定 安定計算結果 判定

転倒
0<d<B

0<1.638m<3.60m ◎
0<d<B

0<1.313m<4.30m ◎
0<d<B

0<1.760m<4.30m ◎

堤体の破壊 引張応力は発生しない ◎
発生引張応力度=20.89kN/m2

 < 極限=675kN/m2
○ 引張応力は発生しない ◎

滑動 Fs=2.54>1.00 ◎ Fs=2.03>1.00 ◎ Fs=2.20>1.00 ◎
地盤支持 Pmax=186.13kN/m2<600kN/m3 ◎ Pmax=269.66kN/m2<600kN/m3 ◎ Pmax=191.85kN/m2<600kN/m3 ◎

安定計算結果

16.58 17.40 15.89

5.79 31.26 2.18

2.26 3.68 1.71
0.35 0.41 0.3

土石流諸元

0.67 1.30 0.46
6.26 4.61 1.57

東山 登龍 寺側
S51 S56 H8

流体力

＝2.18kN/m
水深=0.46m

流体力

＝31.26kN/m
水深=1.30m

流体力

＝5.79kN/m
水深=0.67m

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.2.2 安定計算一覧 

以上の計算結果より、東山、寺側地区の既設治山ダムは今回の災害と同程度の降雨に対して安定であること、登龍地区については転倒条件を満たさないものの、発生引張応力度は許容応

力度以下であることを確認した。 

d：つま先から合力作用位置

までの距離 

B：堤体幅  

Fs：滑動安全率 

Pmax：堤底発生応力（最大）

 
◎：問題無し 

○：引張は生じるが許容値内 
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地区 袖部検討位置モデル 検討ﾌﾞﾛｯｸ 検討項目 判定

合力作
用位置

0.5m　＜　X=1.60m　＞　1.0m

引張応
力度

作用＝62.09kN/㎡　＜　極限=675kN/㎡

滑動 ◎

合力作
用位置

0.5m　＜　X=1.13m　＞　1.0m

引張応
力度

作用=16.15kN/㎡　＜　極限=675kN/㎡

滑動 ◎

合力作
用位置

0.5m　＜　X=2.75m　＞　1.0m

引張応
力度

作用＝179.67kN/㎡　＜　極限=675kN/㎡

滑動 ◎

合力作
用位置

0.5m　＜　X=3.37m　＞　1.0m

引張応
力度

作用＝232.13kN/㎡　＜　極限=675kN/㎡

滑動 ◎

合力作
用位置

0.5m　＜　X=1.35m　＞　1.0m

引張応
力度

作用＝53.58kN/㎡　＜　極限=675kN/㎡

滑動 ◎

合力作
用位置

0.5m　＜　X=1.27m　＞　1.0m

引張応
力度

作用＝42.84kN/㎡　＜　極限=675kN/㎡

滑動 ◎

合力作
用位置

0.5m　＜　X=3.52m　＞　1.0m

引張応
力度

作用＝231.24kN/㎡　＜　極限=675kN/㎡

滑動 ◎

合力作
用位置

0.5m　＜　X=0.70m　＜　1.0m

引張応
力度

発生しない

滑動 ◎

登
龍

東
山

寺
側

登龍③
転倒

Fs＝86.92　＞　4.00

登龍④
転倒

Fs＝92.56　＞　4.00

登龍①
転倒

Fs＝50.32　＞　4.00

登龍②
転倒

Fs＝41.95　＞　4.00

寺側①
転倒

Fs＝17.12　＞　4.00

寺側②
転倒

Fs＝114.94　＞　4.00

条件

東山①
転倒

Fs＝31.68　＞　4.00

東山②
転倒

Fs＝54.17　＞　4.00

○

○

◎

○

○

○

○

○

 ②袖部の衝撃力に対する安定検討 

想定される土石流流体力、衝撃力に対し、袖部の検討を行う。袖部の検討位置及び安定計算結果は以下のとおりである。 

表 4.2.3 安定計算一覧 

◎：問題無し 

○：引張は生じるが許容値内 
以上の計算結果より、転倒条件を満たさないものの、発生引張応力度は許容応力度以下であることを確認した。 
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滑動 転倒 破壊
流体力
(kN/m）

滑動 転倒 破壊
衝撃力
(ｋN）

破壊
流体力
(kN/m）

滑動 転倒 破壊
衝撃力
(ｋN）

破壊

H11 県 ◎ ◎ ◎ Ａ 8.92 ◎ ◎ ◎ 1,212 ○ Ｂ 45.81 ◎ ◎ ○ 3,117 ○ Ｄ 現況堆砂敷開削

S40 国 ◎ ◎ ◎ Ａ 0.75 － － － 233 ◎ Ａ － － － － 2,908 ○ Ｂ 現況満砂

美濃越 S47 県 ◎ ◎ ◎ Ａ 13.15 ◎ ◎ ◎ 1,838 ○ Ｂ 617.64 × × × 11,094 × Ｅ 堤体破壊

寺側 H8 県 ◎ ◎ ◎ Ａ 1.30 ◎ ◎ ◎ 508 ○ Ｂ 2.18 ◎ ◎ ◎ 589 ○ Ｂ 現況堆砂敷開削

東山 S51 県 ◎ ◎ ◎ Ａ 3.47 ◎ ◎ ◎ 718 ○ Ｂ 5.79 ◎ ◎ ◎ 848 ○ Ｂ 現況満砂

登龍 S56 県 ◎ ◎ ◎ Ａ 18.67 ◎ ◎ ◎ 178 ○ Ｂ 31.26 ◎ ◎ ○ 211 ○ Ｄ 現況堆砂敷開削

◎ 安定条件を満足する。 Ａ

◎ 安定条件を満足すると共に、断面決定因子である。 Ｂ

○ 堤底や袖部にコンクリート極限応力以下の引張応力が生じる。 Ｃ

× 安定条件を満足しない。 Ｄ

Ｅ

安
定
計
算
結
果

安定度
ﾗﾝｸ

安
定
度
ラ
ン
ク

凡
例

今回豪雨時（1/500超過確率降雨以上）

全ての安定条件を満足する。

1/2水圧＋1/2土圧 流体力の検討 備考
区
分

既
設
治
山
ダ
ム

高松山ｹ
-2

所管
安定度
ﾗﾝｸ

箇所

施工時設計基準 現行設計基準（1/100超過確率降雨）

安定検討結果

流体力の検討施工年度 衝撃力の検討

安定条件を満足しない。

袖部にコンクリート極限応力以下の引張応力が生じる。

堤底にコンクリート極限応力以下の引張応力が生じる。

堤底及び袖部にコンクリート極限応力以下の引張応力が生じる。

衝撃力の検討
安定度
ﾗﾝｸ

 (2)安定度検討の総括 

 検討を行った既設治山ダムについて、①施工時の設計基準、②現行設計基準、③今回災害時の安定性を表 4.2.4 に総括した。また、現行の設計基準による計画施設の安定度も下表に示

す。 

表 4.2.4 安定検討結果総括表 

＊参考；1/500 超過確率降雨は 79～82mm/h 程度であり、今回災害時の時間雨量 101mm/h を大きく下回る 
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5.治山施設の計画方針 

5.1 治山ダム工の計画方針 

(1)縦断図に基づく整理 

 安定検討を行った既設治山ダム及び計画治山ダムについて、縦断線上に位置及び安定検討結果（現行の設計基準）を示した。この結果について図 5.1.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

渓床勾配；急 渓床勾配；緩 

直列タイプ主体 並列タイプ主体 

20° 

・崩壊－土石流が「直列タイプ主体」に区分される渓流では、既設谷止工が破壊されたものがある（美濃越）。 

・高松山ｹ-2 最下流、登龍及び寺側の既設谷止工は、応急対策として上流側堆砂敷を開削している。これらは安定度ランクＢと区分され、今回の土石流時に衝撃力により袖部に引張

力が作用したものの、コンクリートの応力内であったため破壊に至らなかったものである。 

図 5.1.1 渓流の縦断線と安定度検討結果（現行の設計基準） 

既設治山ダム

計画治山ダム

安定度ランクＡ

安定度ランクB

安定検討ランクC以下

凡　　例

今回の豪雨により破壊 
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(2)治山ダムの計画方針 

 以上の検討結果に基づき、治山ダム工の計画方針について表 5.1.1 に示す。 

 

 

表 5.1.1 治山ダムの計画方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急対策

既設治山ダム堆砂敷の開削 単独施設配置（並列タイプ） 連設施設配置（直列タイプ）

模
式
図
（

縦
断
図
）

対
象

概ねの流域平均勾配；20°未満 概ねの流域平均勾配；10～20°未満 概ねの流域平均勾配；20°以上

考
え
方

既設治山ダムの上流堆砂敷を開削し、
中小出水による流出土砂を捕捉する。

渓床の縦横侵食防止、不安定土砂の流出防
止、山脚固定等を目的として治山ダムを配
置する。

同左

計
画
方
針

人家等の保全対象に近接している治山ダム上
流部に異常堆積している場合、既設治山ダム
の被災状況を踏まえつつ、土石流の外力に対
して安定度を検証の上、あくまでも恒久対策
が完了するまでの一時的な措置として実施す
る。

治山ダムは土石流時においても安定した構造を有
することとする。不安定土砂の下部、渓岸・渓床
侵食箇所、山腹崩壊地の山脚等に配置する。

治山ダムは土石流時においても安定した構造を有
することとする。不安定土砂の下部、渓岸・渓床
侵食箇所等に配置する。土石流の外力が想定以上
に大きくなる場合もあるため、階段状に複数基の
ダムを計画するなど土石流の外力の減衰を図るこ
とが望ましい。

該
当

箇
所

高松山ｹｰ2（民有林），寺側，登龍
→いずれも現行設計基準による安定度を検証
済み。

高松山ｹ-2，ｹ-4，ｹｰ6，寺側，東山 高松山ｹ-3，ｹ-7，ｹｰ8，犬戻鳴山

留
意
点

安定計算上、可であっても、今回の土石流に
より堤体に損傷が及んでいる可能性も想定さ
れるため、やむを得ない場合のみの緊急的な
措置とする。

治山ダムの計画方針

区
分

恒久対策

両者は厳密に区分できるものではなく、並列型と直列型の中間的な荒廃渓流や、これらが複合した荒
廃渓流も存在する。実施においては上記の考え方・計画方針を参考にするものの、現地の実態に応じ
た配置計画について個別に検討を行うこととする。

既往施設
緊急対策 山腹崩壊

緊急対策

治山ダム工

現況縦断線

不安定土砂

計画堆砂線

凡　　例

既往施設

既往施設

災害発生直後

応急対策時

上流堆砂敷を開削

既往施設

緊急対策 将来計画

治山ダム工

現況縦断線

災害前縦断線

計画堆砂線

凡　　例
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 調

来る

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山腹工の

調査対象地の

。これらの

の計画方針 

の山腹崩壊

の現況・特

壊地は、対策

特徴・勾配の

 

策工を検討

の区分及び

討する観点か

び対策上の課

から概ね３

課題につい

タイプに区

いて、表 5.

表 5.2.1 

区分するこ

2.1 に示す

対策工の

ことが出

す。 

の方針から分

5-2-1 

分類した山山腹崩壊地のの区分 



 表

腹工

 

 

 

表 5.2.1 で示

工の計画方針

示した山腹

針について

腹崩壊地の各

て表 5.2.2 に

各タイプに

に示す。 

に対して、そその特徴やや対策上の課

表

課題に基づ

表 5.2.2 山

づき、山

山腹崩壊地
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地のタイプ別別対策工のの方針 




